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令和５

令和５

令和５

、

55

■適格請求書について

　適格請求書とは、「売手が、買手に対し正確な適用税率や消費税額等を伝えるための手段」で

あり、一定の事項が記載された請求書や納品書、領収書、レシートその他これらに類するものを

いい、その様式や名称は問いません。

　なお、適格請求書を交付しようとする課税事業者は、適格請求書発行事業者として登録を受け

る必要があり、その登録申請は、令和３年10月１日からとなります。

仕入税額控除の要件

〜令和５年9月

一定の事項が記載された
帳簿の保存

区分記載請求書等
の保存

区分記載請求書等保存方式
と同様

（いわゆるインボイス制度）

適格請求書（いわゆるインボイス）等
の保存

【適格請求書等保存方式】【区分記載請求書等保存方式】

令和５年10月〜

請求書等

帳簿
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外食やケータリング 「 」

（飲食設備）
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（売手）

《 軽 減 税 率 の 対 象 と な る 飲 食 料 品 の 譲 渡 の 範 囲 》
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に規定する

事業者（売手）が

する

 

に規定する
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自体

14
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キャラクターを印刷した缶箱にお菓子を詰めて販売していますが、この缶箱は、通常必要

なものとして使用される容器に該当しますか。 

飲食料品の販売に際して付帯するビニール袋、プラスチック容器、紙箱、缶箱等は、購

入者によっては再利用されることがありますが、通常、販売者は、これらの包装材料等を

自らが販売する飲食料品の包装材料等以外の用途（以下「他の用途」といいます。）に再

利用させることを前提として付帯しているものではないと考えられます。このため、キャ

ラクターが印刷された缶箱等であっても、基本的には、その販売に付帯して通常必要なも

のとして使用される容器に該当します。 

ただし、例えば、その形状や販売方法等から、装飾品、小物入れ、玩具など、顧客に他

の用途として再利用させることを前提として付帯しているものは、通常必要なものとして

使用されるものに該当しません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 

飲食料品に食器具等（弁当に付帯する割り箸や楊枝、スプーン、お手拭き、飲料に付帯

するストローなど）を付帯して販売する場合、これらの食器具等は、通常、その飲食料品

を飲食する際にのみ用いられるものであるため、その販売は、これらの食器具等も含め「飲

食料品の譲渡」に該当し、軽減税率の対象となります。 

 Ａ

 Ｑ あらかじめ、割り箸を付帯した状態で包装された弁当や、容器に接着する形で付帯して

いるストロー付き紙パック飲料の販売は、軽減税率の対象となりますか。 

飲用後に回収される空びんの取扱いはどうなるの…？ 

  下記≪取引イメージ≫のような取引の場合、卸売業者が、小売業者や飲食店等に対して清涼飲

料を販売する際に使用するガラスびんは、その販売に付帯して通常必要なものとして使用される

対象となります。 

ものであるため、清涼飲料の販売は、ガラスびんも含めて「飲食料品の譲渡」として軽減税率の

  他方、飲用後の空びんを回収する際に小売業者等に支払う「びん代」は、小売業者等から受け

た「飲食料品の譲渡」の対価ではなく、「空びんの譲渡」の対価であることから、軽減税率の対

象とはなりません。なお、「びん代」を売上げに係る対価の返還等として処理することも差し支 

えありません。 

  また、容器等込みで飲料を仕入れる際に支払い、飲料を消費等した後に空の容器等を返却した

ときに返還を受けることとされているいわゆる「容器保証金」は、消費税の課税対象外であるた

め課税仕入れに該当しません。 

【製造メーカー】 【卸売業者】 【小売業者】

飲料の販売（課税） 95 軽減税率
容器保証金（不課税）5 

飲料の販売（課税）120 軽減税率 

容器保証金（不課税）5 容器代金（課税）5 標準税率 

通常必要な容器としてビン
も含めて全体が軽減税率 

≪取引イメージ≫ 
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3 

 

 

⑷  販売奨励金（リベート）  

事業者が販売促進の目的で課税資産の販売数量、販売高等に応じて取引先（課税仕入れの相手

方のほか、その課税資産の製造者、卸売業者等の取引関係者を含む。）から金銭により支払を受け

る販売奨励金等は、仕入れに係る対価の返還等に該当します。 

同様に事業者が支払う販売奨励金等は、売上げに係る対価の返還等に該当します。 

売上げに係る対価の返還等又は仕入れに係る対価の返還等については、それぞれその対象とな

った課税資産の譲渡又は課税仕入れの事実に基づいて、適用される税率を判断することとなりま

す。 

したがって、その売上げに係る対価の返還等又は仕入れに係る対価の返還等の対象となった取

引が「飲食料品の譲渡」であれば、軽減税率が適用されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

  

「販売奨励金」という名目でやり取りが行われるものであっても、例えば、「販路拡大」などの

役務の提供の対価として支払う（受け取る）ものは、軽減税率の対象とはなりません。 

注 意 

清涼飲料の自動販売機を設置している事業者が、飲料メーカーから受け取る販売手数

料（清涼飲料の販売数量等に応じて計算されたもの）は、軽減税率の対象となりますか。

 自動販売機の販売手数料は、自動販売機の設置等に係る対価として支払を受ける

ものです。 

したがって、その対価の額が販売数量等に応じて計算されるものであったとして

供」の対価に該当しますので、軽減税率の対象とはなりません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 

スーパーマーケットの物流センターに食品を納品している卸売業者が支払う物流セ

ンターの使用料等（いわゆるセンターフィー）（食品の販売数量等に応じて計算された

もの）は、軽減税率の対象となりますか。
 

 

です。

いわゆるセンターフィーは、物流センターの使用等に係る対価として支払うもの

したがって、その対価の額が販売数量等に応じて計算されるものであったとして

も、飲食料品の売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等には該当せず、「役務の提

供」の対価に該当しますので、軽減税率の対象とはなりません。 
 

 Ａ

Ｑ 

【卸売業者】 
【製造業者】 

販売奨励金（リベート） 

 飲食料品を販売 

（売上げに係る対価返還等） 

【軽減税率】 

（仕入れに係る対価返還等） 

【軽減税率】 

も、飲食料品の売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等には該当せず、「役務の提

　したがって、「飲食料品の譲渡」に伴いやり取りされる「販売奨励金」やいわゆる「リベート」

などは、その目的や性質等によって「売上げ（又は仕入れ）に係る対価の返還等」であるのか、

あるいは「役務の提供の対価」として支払う（受け取る）ものであるのかを整理し、適用税率を

判定する必要があります。
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⑸  委託販売手数料  

 委託販売その他業務代行等（以下「委託販売等」といいます。）を通じて商品を販売する委託者

については、原則として、委託販売等に伴い収受した金額が委託者における資産の譲渡等の金額

となります。また、受託者に支払う委託販売手数料が課税仕入れに係る支払対価の額となります

（以下「総額処理」といいます。）。 

軽減税率制度の実施前における単一税率の下では、その課税期間中に行った委託販売等の全て

について、その資産の譲渡等の金額からその受託者に支払う委託販売手数料を控除した残額を委

託者における資産の譲渡等の金額とすることが認められていました（以下「純額処理」といい

ます。）。 

軽減税率制度の実施後においては、委託販売等を通じて受託者が行う飲食料品の譲渡は軽減税

率の対象となる一方、受託者が行う委託販売等に係る役務の提供は、その取扱商品が飲食料品で

あったとしても、軽減税率の対象となりません。 

したがって、その取扱商品が飲食料品である場合には、受託者が行う販売と委託販売等に係る

役務の提供の適用税率が異なるため、委託者は、純額処理をすることはできないこととなります。 

（参考）　受託者においては、手数料分を売上として計上する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受託者の処理 

【委託業者】 【受託業者】 【購入者】 飲食料品の販売 

10,000円 
税率８％ 

販売委託 

8,000円 
税率？？ 

「純額処理」となる 
売上2,000 税率10％ 

販売手数料2,000円 

税率10％ 

【委託業者】 
【受託業者】 

販売委託 

【購入者】 

8,000円 
税率？？ 

販売手数料2,000円 
税率10％ 

10,000円 

販売 

委託者の処理 

飲食料品の販売 

10,000円 
税率８％ 

「総額処理」となる 
売上10,000 ・ 仕入2,000 

   ８％      10％ 
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飲食料品のお土産付き

のパック旅行の販売 

飲食料品のお土産が付いているパック旅行は、様々な資産の
譲渡等（交通、宿泊、飲食など）を複合して提供されるもので
あり、旅行という包括的な一の役務の提供を行っていることと
なりますので、たとえ飲食料品のお土産が付く場合であって
も、その対価の全体が軽減税率の対象となりません。 

販売方法に応じて、軽減税率の

対象になるか判定が必要です。 

６

13
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の譲渡

食品の価額の占める割合が3分の2以上

17

14
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セット商品を構成する食品又は食品以外の資産について、顧客や事業者が選択可能な場合

は、あらかじめ一の資産を形成し、又は構成しているものではないため、「一体資産」に該

当せず、「一括譲渡」（課税関係の異なる２以上の資産（①軽減税率の対象資産、②軽減税率

の対象とならない資産、③非課税対象資産のうち異なる２以上の資産）を同一の者に同時に

譲渡すること）に該当します。一括譲渡において、それぞれの資産の譲渡等の対価の額が合

理的に区分されていない場合には、それぞれの資産の価額に基づき合理的にあん分するなど

して、軽減税率対象の対価の額、軽減税率対象外の対価の額を算出することとなります。 

  ※ 「一括譲渡」については、P17 を参照してください。 

食品と食品以外の資産が選択可能な場合の一体資産該当性 

（原価による計算）

前ページ⑴②
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ハーブティーとティーカップの一体資産 

販売価格（税抜き）：2,000 円 

※ ハーブは販売者自身が栽培したものであり、ハーブティーは単品では販売していない。 

※ ティーカップは販売価格（税抜き）500 円のもの。 

 この場合は、前ページ①（売価による計算）に示した計算方法によって計算し、その結果、食 

品に係る部分の割合が３分の２以上であるものに該当します。 

イ ハーブティーの売価とする金額 

一 体 資 産 の 譲 渡 の 売 価 ティーカップの売価 ハーブティーの売価とする金額

     2,000 円  －  500 円  ＝  1,500 円 

 ロ 一体資産の譲渡等の売価のうち、食品の占める割合 

ハーブティーの売価とする金額  一 体 資 産 の 譲 渡 の 売 価 一体資産の譲渡の売価のうち、食品の占める割合

     1,500 円  ／  2,000 円   ＝  75.0％  ≧ ３分の２（66．666…％） 

 したがって、この商品の販売は、 

① 一体資産の譲渡の対価の額（税抜価額）が１万円以下（2,000 円） 

② 食品に係る部分の割合が３分の２以上（75.0％） 

であることから、「飲食料品の譲渡」に該当し、軽減税率の対象となります。 

売価による場合の計算例 

16
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一括譲渡に該当し、

したがって、例えば、軽減税率の対象とならない課税資産の譲渡等の対価の額からのみ値
引きしたとしても、値引額又は値引き後の対価の額が領収書等の書類により確認できるとき
は、適用税率ごとに合理的に区分されているものに該当します。 

  
食品と、選べるおもちゃの一括譲渡は…？ 

  セット商品を構成する食品又は食品以外の資産について、顧客や事業者が選択可能であれば、
「一括譲渡」に該当します。したがって、それぞれの資産の譲渡の対価の額が合理的に区分さ
れていない場合には、それぞれの資産の価額に基づき合理的にあん分する必要があります（P15
参照）。 

このセット商品の食品以外の資産が非売品であれば、以下のような例の場合、セット商品の
売価から実際に販売されている商品の単品の価格を控除した後の残額を非売品の売価とし、お
もちゃの売価を０円とすることも合理的に区分されたものと考えられます。 

また、実態として、非売品なしでもセット商品の価格が変わらない場合には、非売品の対価
を求めていないと認められますので、非売品の売価を０円とすることも合理的に区分されたも
のと考えられます。 

おもちゃＡ

選べるおもちゃ 

おもちゃ B

顧客が任意に選択する商品があるため、
「あらかじめ」一体となっていない。 

OR
一括譲渡 

セット500円 

（例）ファストフードのおもちゃ付きセット（持ち帰り） 

 
250円 

 
300円 

 
非売品 

単品の価格  

■ 対価の額を合理的に区分 

セットの売価    単品の価格 
500 円  －（250 円＋300 円） 

＝ 非売品（おもちゃ）の売価（０円） 
･･･合理的に区分したものと認められる 

17
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ち
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■ 「合意等」の範囲は…？ 

含みます。 

　「合意等」には、契約書等で明らかにされている明示的な合意のみならず、「黙示の合意」も

　「黙示の合意」とは、 

○ 飲食料品を提供する事業者が、設備設置者との明示の合意なく自らの顧客にその設備を使

わせていることが設備設置者に黙認されており、かつ、 

○ 飲食料品を提供する事業者がその設備を「管理支配しているような状況」 

をいいます。また、ここでいう「管理支配しているような状況」とは、例えば、その設備にメ

ニュー等を設置、顧客を案内、配膳、下膳、清掃を行っているなど、自らの飲食設備として利

用させている状況が挙げられます。 

もっと詳しく 

事業者（売

手）が

（以下「設備設置者」とい

います。） と設備設置者

19
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店舗に、テーブルや椅子を設置したイートインスペースがある場合に、「お飲み物とベーカリーコ

ーナーのパンについてはお会計いただいた後イートインスペースでお召し上がりいただけます」と

いった掲示を行うなど、実態としてそれら（飲み物とパン）以外の飲食料品を顧客に飲食させてい

ないときは、それら以外の飲食料品については、そのイートインスペースにおいて飲食されないこ

とが明らかであることから、持ち帰り販売のみを行うこととなりますので、意思確認は不要となり

ます。 

（注） 飲み物とパンのみが飲食可能な旨の掲示を行っていたとしても、実態としてそれら以外の飲食料品も顧客

　　に飲食させているような場合におけるその飲食料品の提供は「食事の提供」に当たり、軽減税率の対象とな

　　りません。したがって、店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象となるかな

　　らないかを判定していただくこととなりますのでご留意ください。 

 

イートインスペースで飲食される物の限定 

 

お飲み物とパンは 

イートインコーナーで

食べられます。 

 

弁当 
⇒「飲食可能な物」の指定なし

指定した 

「飲食可能な物」

は、「意思確認」が必

要 

指定した 

「飲食可能な物」 

以外は、 

「意思確認」が不要 

ファストフード店で、一の商品であるハンバーガーとドリンクのセット商品を販売す

る際に、顧客からドリンクだけを店内飲食すると意思表示された場合の適用税率につい

て教えてください。 

ハンバーガーとドリンクのセット商品は、一の商品であることから、意思確認の

結果、そのセット商品の一部（ドリンク）を店内飲食し、残りを持ち帰ると申し出

があったとしても、ファストフード店は、一のセット商品の一部をその場で飲食さ

せるために提供することになります。 

したがって、そのセット商品の販売は、「食事の提供」に該当し、顧客がドリンク

以外を持ち帰ったとしても軽減税率の対象となりません。 

なお、持ち帰りのハンバーガーと店内飲食するドリンクを単品で販売する場合、

持ち帰りのハンバーガーは「飲食料品の譲渡」として軽減税率の対象となり、店内

飲食するドリンクは「食事の提供」として軽減税率の対象となりません。 

 Ａ

 Ｑ 

＆  Ａ  Ｑ 
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9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こんなときの「意思確認」はどうするの…？ 

店舗に、顧客が飲食にも利用することができる休憩スペースのほか、階段脇や通路沿いにベンチ

等を設置しているような場合で、休憩スペースでのみ飲食を可能としており、「飲食される場合には

休憩スペースをご利用ください」といった掲示を行っているようなときは、掲示により休憩スペー

スのみを飲食可能な設備として指定しているため、それ以外のベンチ等は、飲食に用いられないも

の（飲食設備に該当しないもの）と考えられます。 

ただし、店舗には顧客が飲食可能な休憩スペース（飲食設備）があるため、飲食料品の販売に際

しては、顧客に対して店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象とな

るかならないかを判定していただくこととなりますが、その際には、例えば「お買い上げの商品を

休憩スペースを利用してお召し上がりになる場合にはお申し出ください」等の掲示を行うなど、営

業の実態に応じた方法により意思確認を行うこととして差し支えありません。 

 「飲食設備」とは、飲食に用いられる設備であれば、その規模や目的を問わないため、スーパー

マーケットの休憩スペースであっても、飲食設備に該当します。そのため、その休憩スペースにお

いて顧客に飲食料品を飲食させる役務の提供は「食事の提供」に該当し、軽減税率の対象となりま

せん。したがって、飲食料品の販売に際しては、顧客に対して店内飲食か持ち帰りかの意思確認を

行うなどの方法で、軽減税率の対象となるかならないかを判定していただくこととなります。 

なお、「飲食はお控えください」といった掲示を行うなど、実態として顧客に飲食させていない休

憩スペース等や、従業員専用のバックヤード、トイレ、サッカー台のように顧客により飲食に用い

られないことが明らかな設備については、飲食設備に該当しません。そのため、ほかに飲食設備が

ない場合には、持ち帰り販売のみを行うこととなりますので、意思確認は不要となります。 

（注）　こうした掲示を行っている休憩スペース等であったとしても、実態としてその休憩スペース等で顧客に飲

　　　食料品を飲食させているような場合におけるその飲食料品の提供は「食事の提供」に当たり、軽減税率の対

　　　象となりません。したがって、店内飲食か持ち帰りかの意思確認を行うなどの方法で、軽減税率の対象となる

　　　かならないかを判定していただくこととなりますのでご留意ください。 

スーパーマーケットの休憩スペース等での飲食 

 

休憩スペースでの 

飲食は 

お控えください

ほかに「飲食設備」が

ない場合には 

「意思確認」が不要

飲食可能な場所を明示した場合の意思確認の方法 

 

飲食される場合は 

休憩スペースを 

ご利用ください 

 
通路脇や通路沿いのベンチ 

⇒「飲食設備」に該当しない 

飲食可能な場所として指定された休憩スペース
⇒「飲食設備」に該当する 

「飲食設備」があるため、

「意思確認」が必要 

営業の実態に応じた 

「お買い上げの商品を休

憩スペースを利用して

お召し上がりになる場

合にはお申し出くださ

い」などの掲示で可 

⇒「飲食設備」に該当しない 
実態として飲食に用いられていない
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等等

22

国税庁消費税 _020.ai　　20/07/07（19/07/04）



で

、

注

注

注

注

注

注

注

23
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で

等のうち、一定の基準を満たすものは、

において、

等と

等が

24
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き

の持ち帰り販売

遊園地の売店での持ち帰り販売

※　園内で食べ歩く又は園内に

　点在するベンチで飲食する場合

き

　遊園地の売店の管理が及ぶ売店のそば

にある椅子での飲食

25
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　なお、「紙の新聞」と「電子版の新聞」をセット販売している場合には、

セット販売の対価の額を軽減税率の対象となる「紙の新聞」の金額と、軽減

税率の対象とならない「電子版の新聞」の金額とに区分した上で、それぞれ

の税率が適用されることとなります。 

　なお、ここでいう「購読」とは、「購入して読むこと」をいい、例えば、

ホテルの宿泊客の閲覧用としてロビー等に設置するものや無料で配布する

ものなど、購入した者が「自らの事業に使用すること（再販売することは

除きます。）」も含まれます。 
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軽減税率制度の実施に伴い、 制度実施前の

令和元 令和５

となりました。令和５年10月1日

、令和元

令和５

から

制度の実施前においては

制度実施前における

ました

ました

さのも

課税資産

れています

※　下線の項目が制度実施前の記載事項に追加された事項です。

　帳簿に必要な記載事項は、以下のとおりです。

　なお、「軽減対象資産の譲渡等に係るものである旨」は、課税仕入れが他の者から受けた

軽減対象資産の譲渡等に係るものである場合に、記載が必要となります。

27
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区分記載請求書に必要な記載事項は、以下のとおりです。

帳簿、請求書等に記載する氏名又は名称を、屋号とすることについて

制度実施前と同様、

　帳簿、請求書等に記載する氏名又は名称については、例えば、電話番号を記載するなどし、

課税仕入れの相手方が特定できる場合、屋号や省略した名称などの記載でも差し支えありませ

ん。

　なお、「軽減対象資産の譲渡等である旨」及び「税率ごとに区分して合計した課税資産の

譲渡等の対価の額（税込み）」については、その記載がない場合、請求書等の交付を受けた

事業者自らが、取引事実に基づき追記することが認められています。

※　下線の項目が制度実施前の記載事項に追加された

　事項です。

28
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してください。

に係るもの

に係るもの
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　「3万円未満（税込み）の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかったことについ

て、やむを得ない理由があるとき」は、一定の事項が記載された帳簿の保存のみで仕入税額

控除が認められます。

≪区分記載請求書等保存方式における請求書等の範囲等≫

　区分記載請求書等保存方式における請求書等は、法定の記載事項が記載された次の書類で

す。
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分

31
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　ご質問のように軽減税率の対象となるものがない場合、「軽減対象資産の譲

渡等である旨」の記載は不要ですし、制度実施前と同様に課税資産の譲渡等の

対価の額（税込み）の記載があれば、結果として「税率ごとに区分して合計した

課税資産の譲渡等の対価の額」の記載があるものとなり、「８％ ０円」といっ

た軽減対象資産の譲渡等の対価の額の合計額の記載は要しません。 

32

国税庁消費税 _030.ai　　20/07/07（19/07/10）



33

国税庁消費税 _031.ai　　19/07/17（19/07/10）



軽減税率制度の実施前における

なお、

軽減税率制度の実施前

制度実施前の

区分記載

70

34
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国税庁消費税 _032.ai　　20/07/29（19/07/04）



令和元

区分して

ました。

課税標準額 税率

36
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(注) の飲食料品の譲渡に係る事業のみなし仕入率の見直し 
令和元年 10 月１日から、簡易課税制度における「農業・林業・漁業」のうち「飲食料品の譲渡」に

係る事業区分は、第三種事業（みなし仕入率 70％）から第二種事業（みなし仕入率 80％）へ変更さ
れています。 

なお、令和元年 10 月１日以後に行う取引に適用されます。  

小売業

農林漁業（飲食料品の譲渡に係る事業）（注）

農林漁業（飲食料品の譲渡に係る事業以外）（注）、

農林漁業
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（令和５年９月30日まで）

の により、消費 なった 引上げ前
税率

　積上げ計算においては、軽減税率制度実施前は一領収書単位ごとに1回の端数処理を行ってい

ましたが、制度実施後は、税率が2種類となったため、税率ごとに1回の端数処理を行うことか

ら、異なる税率が混在する場合は、一領収書単位ごとに2回の端数処理を行うこととなります。

（注6）

事業者間取引又は対消費

者取引で税込価格を基に

計算を行うレジを導入す

ることが困難な事情があ

り総額表示を行っている

場合若しくは転嫁対策特

別借置法第10条第1項

（総額表示義務に関する

消費税法の特例）の規定※

により税抜価格表示を

行っている場合に適用さ

れます。
※令和3年3月31日までの特例措置
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区分して

令和元

等

区分して
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（注）１ 簡易課税制度を適用しない中

小事業者に限ります。 

通常の連続した 10 営業日の売上

をげ 税率ごとに管理できれば、売上

額税額が計算できるんだ。

仕入れを税率ごとに管理

できれば売上税額が計算

できるんだ。

主に軽減税率対象品目を

販売する中小事業者

が対象なんだ。

５０ 

１００ 

通常の連続する 10 営業日の

軽減税率対象品目の 

課税売上げ（税込み） 

通常の連続する 10 営業日の

課税売上げ（税込み） 

軽減売上割合 小売等軽減仕入割合 

仕入れを税率ごとに管理
①

できる卸売

業・小売業を営む中小事業者（注１）

①の特例を適用する

事業者以外の中小事業者

①・②の割合の

③

計算が

困難な中小事業者

卸売業・小売業に係る軽減税率

対象品目の売上げにのみ要する

課税仕入れ（税込み） 

卸売業・小売業にのみ要する

課税仕入れ（税込み） 

②

売 上 税 額 の 計 算 の 特 例 の ポ イ ン ト

売上げを税率ごとに区分することが困難な中小事業者は、

・令和元年 10 月１日から令和 5 年９月 30 日までの期間において、

・売上げの一定割合を軽減税率の対象売上げとして※、売上税額を計算することができます。

（注2）

（注）２ 適用対象期間中の課税売上

げのうち、軽減税率対象品目

の販売の対価の額の占める割

合がおおむね50%以上の事

業者をいいます。

 
 

軽減税率の対象 
となる税込売上額 ＝ 課税売上げ 

（税込み） 
以下のいずれかの割合 ×

※ 
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令和元

令和５

42
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43

国税庁消費税 _040.ai　　19/07/24（19/07/05）



令和元 令和
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また、 とも

標準税率の対象となる

課税売上げの合計額（税込み）

46
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令和２ 令和３

≒2,945,454 ≒9,572,727

区分して
47
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R1 R2 R3 R4 R5

R1

R1H31 R5

R5

R5

令和元 令和５

令和元 令和５

令和元 令和５

の
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（注）1  簡易課税制度の届出の特例（Ｐ53）を受ける場合を除きます。 

　　  2  仕入れを税率ごとに区分経理する必要があります。

　　  3  主として軽減対象資産の譲渡等を行う事業者（Ｐ41）が対象となります。 

　　  4  仕入税額の計算の特例を選択しないことも可能です。

売上げを区分経理することが難しい場合、 

どの特例が適用できるんだろう…？

No

Yes

No

Yes

No

Yes

「軽減売上割合」を 

用いて計算（Ｐ44）

「軽減売上割合」を 

用いて計算（Ｐ44）

Yes

「小売等軽減仕入割合」 

を 50％として計算（Ｐ43）

No
特例の適用不可 

○ 売上税額の計算の特例 （参考） 

仕入税額控除の

計算方法 

（注4） 

（注4） 

「軽減売上割合」を 

50％として計算（Ｐ44） 

「軽減売上割合」を 

50％として計算（Ｐ44）

「軽減売上割合」を 

用いて計算（Ｐ44）

「軽減売上割合」

の計算が困難
「軽減売上割合」を 

50％として計算（Ｐ44）

「軽減売上割合」

の計算が困難

「軽減売上割合」

の計算が困難

「小売等軽減仕入割合」

の計算が困難

「小売等軽減仕入割合」

を用いて計算（Ｐ42）

（注3）

（注3）

（注3）

（注3） 

「小売等軽減仕入割合の特例」 

を適用する

卸売業又は小売業を営む 

中小事業者である 

簡易課税制度の適用を受ける 

課税期間である

中小事業者である 

（基準期間における課税売上高 

が 5,000 万円以下） 

（注1）

（注2）

※　一の事業のみを営む事業者の場合

　（複数の事業を営む事業者の場合はP46参照）
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 ■ 簡易課税制度を適用する場合の税率ごとの課税売上げ 
   簡易課税制度を適用する場合も、税率ごとに課税売上げを区分し、「課税売上

げに係る消費税額」を計算する必要があります。  

参 考

仕入れを税率ごとに管理できない場
合は、簡易課税制度を適用して、仕入
税額を計算できるんだ

仕 入 税 額 の 計 算 の 特 例 の ポ イ ン ト

卸売業・小売業に係る 
軽減税率対象品目の課税売上げ（税込み） 

卸売業・小売業に係る 
課税売上げ（税込み） 

（注）１ 簡易課税制度を適用しない中小事業者に限ります。
２ 売上げを税率ごとに管理できず、売上税額の計算の
特例として「軽減売上割合」を使用した場合、その使
用した「軽減売上割合」を「小売等軽減売上割合」と
みなして仕入税額を計算します。 

（注）３ 原則は、簡易課税制度を適用しようとする課税期間
の開始前までに簡易課税制度選択届出書の提出が必
要です。 

売上げを税率ごとに管理できる

卸売業・小売業を営む中小事業者（注１）
①の特例を適用する事業者以外の中小事業者① ②

仕入れを税率ごとに区分することが困難な中小事業者は、

① 仕入れの一定割合を軽減税率の対象仕入れとして※、仕入税額を計算することができます（令和元

年 10 月１日から令和 2 年９月 30 日を含む課税期間の末日までの期間（簡易課税制度の適用を受

けない期間に限ります。））。

② 簡易課税制度の届出の特例を適用することができます。

（令和元年 10 月１日から令和 2 年９月 30 日までの日を含む課税期間）

簡易課税制度を適用しようとする課税期間

中に簡易課税制度選択届出書を提出し、同制度

を適用することが可能です。

軽減税率の対象 
となる税込仕入額 ＝ 課税仕入れ 

（税込み）
小売等軽減売上割合×

※ 

売上げを税率ごとに管理でき
れば仕入税額を計算できるん
だ （注２）

簡易課税制度の届出の特例小売等軽減売上割合 

40

掛け

（注３）
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令和元 令和元

H31

R1

R1

R2

R2

R1 R2

令和元

の

令和２

令和元 日
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（注4）

 （注 4）

売上げを税率ごとに管理で

きず、売上税額の計算の特

例として「軽減売上割合」

を使用した場合、その使用

した「軽減売上割合」を「小

売等軽減売上割合」とみな

して仕入税額を計算します。
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令和元

を取得した場合等の

を取得した場合等、

令和２

51

5

5

を行っの

４　　簡易課税制度の届出の特例

�　 調整対象固定資産や高額特定資産を取得した場合等の簡易課税制度選択届出書の提出
    期限を受ける事業者に対する措置

�　 適用対象期間

�　 対象事業者



④

④

簡易課税制度の届出の特例

42

51

・

・
※

※

※

※主として軽減対象資産の譲渡等を行う事業者に限ります（P44参照）。

（注）１　売上税額の計算の特例として、小売等軽減仕入割合の特例を適用した場合は、仕入税額の計算の特例を
　　　　適用することはできません。
　　　２　複数の事業を営む場合、小売等軽減仕入割合の特例と軽減売上割合の特例は併用できません（P46参照）。

※主として軽減対象資産の譲渡等を行う事業者に限ります（P44参照）。

　仕入税額の計算の特例が適用できるのは、小売等軽減売上割合は令和２年９月

30日を含む課税期間の末日までの期間、簡易課税制度の届出の特例が適用でき

るのは令和２年９月30日までの日を含む課税期間です。

　それ以後は、仕入れについて区分経理を行い、課税仕入れ等（税込み）を税率

ごとに区分し合計して仕入税額を計算することが必要となります。

※　売上税額の計算の特例は、令和５年９月30日までの期間、適用が可能です。

５
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令和５

令和５

令和５

令和５

58

事業者は以下の

ものを
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令和７ 令和８

令和５

令和３ 令和５ 令和５

令和３ 令和５

令和５

令和５

　適格請求書発行事業者の登録を受けている事業者において、翌課税期間の

基準期間における課税売上高が１,０００万円以下となった場合の納税義務

所定

所定
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この電磁的記録の保存に当たり、

ん。（クラウド上に電磁的記録を保存することもできます。）

記録事項の訂正若しくは

《提供した適格請求書に係る電磁的記録の保存方法》

《電子取引を行った場合の電磁的記録の保存要件を緩和（選択肢の追加）する見直し》

削除についての要件を満たすシステムを使用する、

を

■

①

② を すること

すること。

　適格請求書発行事業者には、次の①から④の義務が課されます。

①　適格請求書を交付又は適格請求書に係る電磁的記録を提供する義務

　（適格請求書を交付することが困難な一定の場合を除きます。）

②　適格返還請求書の交付又は適格返還請求書に係る電磁的記録を提供する義務

③　修正した適格請求書の交付又は修正した適格請求書に係る電磁的記録を提供する義務

④　上記①から③の写し又は電磁的記録を保存する義務

（注） 「上記①から③の写し」とは、交付した書類そのものを複写したものに限らず、例えば、適格簡

易請求書に係るレジのジャーナルなど、その適格請求書等の記載事項が確認できる程度の記載が

されているものもこれに含まれます。 

令和２年度改正により、電磁的記録の保存要件が緩和されました。具体的には、改正前は、タイムスタンプ

について、発行者側で付与している場合も、受領者側が付与する必要がありましたが、改正後は、発行者側の

みの付与でも要件を満たすこととなります。

　また、自由にデータを訂正又は削除できない一定のシステム等を利用している場合、タイムスタンプの付与

を不要とするなど、選択肢が追加されています。
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名称を問わず、また、手書きであっても、

（下線の項目が、区分記載請求書の記載事項（P28 参照）に追加される事項です。）

区分して 区分して

ビール

××年11月30日

××年11月30日

T012345・・・

T123456・・・

区分した消費税額等

い

等の取引について、
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登録番号  T12345………

登録番号  T12345………
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交付した適格請求書等に誤りがあった場合は…？  

　適格請求書発行事業者は、交付した適格請求書等に誤りがあった場合には、修正した適格請求書等

を交付しなければなりません。

　修正した適格請求書等の交付方法については、例えば、次の①又は②のいずれの方法によることも

可能です。

①　誤りがあった事項を訂正の上、改めて記載事項の全てを記載した書類を交付する方法

②　当初に交付した適格請求書等との関連性を明らかにしたうえで、修正した事項を明示した書類等

　を交付する方法

【例】　当初の適格請求書において、10％対象の売上金額及び消費税額等が誤っていた場合

　　　　　　　　　　　　　　○　当初の適格請求書

（注）　修正した適格請求書等を交付した事業者（売手）は、当初の適格請求書の写し及び修正した

　　　適格請求書等（①又は②）の写しの保存が必要となります。

　交付を受けた事業者（買手）は、修正され

た適格請求書（①）のみ保存する。

①　修正点を含め全ての事項を記載 ②　修正事項のみを明示

　交付を受けた事業者（買手）は、当初の適

格請求書と修正事項が記載された書類（②）

を合わせて保存する。

請求書≪４月分≫

○年○月○日

 （株）△△
登録番号：T123456･･･

月 日 商品

※は軽減税率対象

菓子

酒

菓子

…

売上金額

100,000円

100,000円

合計

8％対象

10％対象

消費税額等

8,000円

10,000円

4 3

4

7

※

※

5,900

30,000

30,000

売上金額
（税抜）

●● （株）御中

誤り箇所

請求書≪４月分・修正≫

○年○月×日

 （株）△△
登録番号：T123456･･･

月 日 商品

※は軽減税率対象

菓子

酒

菓子

…

売上金額

100,000円

110,000円

合計

8％対象

10％対象

消費税額等

8,000円

11,000円

4 3

4

7

※

※

5,900

30,000

30,000

売上金額
（税抜）

●● （株）御中

≪修正事項の通知≫

○年○月×日

 （株）△△

（注）当初の適格請求書と合わせて保存願います。

誤

合計

10％対象

売上金額

100,000円

消費税額等

10,000円

正

合計

10％対象

売上金額

110,000円

消費税額等

11,000円

●● （株）御中

○年○月○日付４月分請求書について、

下記のとおり誤りがありましたので、修正

いたします。関連性を
明記

修正箇所
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　　-

　1

万円未満の

税込価額が 3

等が
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このように

に

①

②、

をもって 必要な

及び

対価の返還等を控除した後の金額を

登録番号 T12345………

………

※　適格返還請求書は、売手が買手に交付することが原則となります。この点、買手が適格返還請

求書の必要事項を記載した「仕入明細書」を作成し、売手の確認を受けるのであれば、売手の適

格返還請求書の交付は不要となります。
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適格返還請求書に記載する「売上げに係る対価の返還等の基となった課税資産の譲渡等を行

った年月日」として、例えば、10月中に返品を受けた商品は、前月である９月中に販売したも

のの返品として処理している場合には、「９月末日」を記載することも認められるでしょうか。

返品等の処理を合理的な方法により継続して行っているのであれば、当該返品等の処理に

基づき合理的と認められる年月日を記載することとしても差し支えありません。

したがって「前月末日」や「最終販売年月日」を「売上げに係る対価の返還等の基となっ

た課税資産の譲渡等を行った年月日」として記載することも、そのような処理が合理的な方

法として継続して行われているのであれば、認められることとなります。

業務を委託する事業者（委託者）が

を記載した

受託者（媒介者等）
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（P27参照）

66

61

3

　適格請求書等保存方式においても、買手が作成する一定の事項が記載された仕入明細書等を保存

することにより仕入税額控除の適用を受けることができます。

　その場合、記載する登録番号は課税仕入れの相手方（売手）のものとなる点や、課税仕入れの相

手方（売手）の確認を受けたものに限られる点に留意が必要です。

　適格請求書等保存方式の導入前において、仕入先から交付された請求書等に「軽減税率の対象品

目である旨」や「税率ごとに区分して合計した税込対価の額」の記載がないときは、これらの項目

に限って、交付を受けた事業者自らが、その取引事実に基づき追記することができますが、適格請

求書等保存方式の導入後は、このような追記をすることはできません。

仕入明細書等による対応 

仕入明細書等の記載事項

①　仕入明細書等の作成者の氏名又は名称

②　課税仕入れの相手方の氏名又は名称

　　及び登録番号

③　課税仕入れを行った年月日

④　課税仕入れの内容（軽減税率の対象品目である旨）

⑤　税率ごとに区分して合計した課税仕入れに係る

　　支払対価の額及び適用税率

⑥　税率ごとに区分した消費税額等

②　課税仕入れの

相手方の登録番号

参 考

　電磁的記録の提供を受けた事業者（買手）は、電磁的記録を一定の要件を満たした方法で保存する

ことで、仕入税額控除の適用を受けることができます（令和２年度改正は、P57参照）。

　提供した（提供を受けた）電磁的記録の保存要件や具体的な保存方法については、「適格請求書等

保存方式に関するＱ＆Ａ」をご覧ください。

課税仕入れの相手方

の確認を受ける方法

として、この例のよ

うな文言を記載し、

相手方の了承を得る

ことも可能です。

仕入明細書

○送付後一定期間内に連絡がない場合確認済とします。

【記載例】

○年○月○日

 （株）△△登録番号：T123456･･･

月 日 取引

※印は軽減税率対象商品

食品※

日用品

食品※

…

支払金額（税抜）

100,000円

110,000円

合計

8％対象

10％対象

8％

10％

8％

消費税額等

8,000円

11,000円

4 1

3

2,000

500

5,900

支払金額
（税抜）

支払金額合計　229,000円

●● （株）御中
≪４月分≫



① 見積額が記載された適格請求書の交付を受ける場合

取引の相手方から見積額が記載された適格請求書の交付を受ける場合、これを保存することで見積

額による仕入税額控除が認められます。（注１）

その後、確定額と見積額が異なる場合には、確定額が記載された適格請求書（対価の額を修正した

適格請求書）の交付を受けた上で、これを保存する必要があります。

 

 

 
 

   　適格請求書等保存方式の導入前においては、例えば水道光熱費など、検針等に一定期間を要し、課

れを行う事業者が課税期間の末日の現況により適正に対価の額を見積もることにより仕入税額控除を 

税仕入れを行った課税期間の末日までに支払対価の額が確定しない課税仕入れについては、課税仕入

行うことが認められています。 

  適格請求書等保存方式の下で、課税期間の末日までにその支払対価の額が確定せず、見積額で仕入

税額控除を行う場合の取扱いについては、以下の①又は②のとおりとなります。 

なお、以下の①又は②のいずれの場合も、その後確定した対価の額が見積額と異なるときは、その差

額は、その確定した日の属する課税期間における課税仕入れに係る支払対価の額に加算し、又は当該課

税仕入れに係る支払対価の額から控除することとなります。 

課税期間の末日までに支払対価の額が確定しないとき、仕入税額控除はどうするの…？ 

ファクシミリ等、

確認

参 考

■　仕入明細書に対価の返還等について記載（適格返還請求書について仕入明細書で対応）する場合

　　　返品や値引き等、対価の返還等が行われた場合において、買手が適格返還請求書の必要事項を

記載した仕入明細書を作成し、売手の確認を受けるのであれば売手の適格返還請求書の交付は不

要となります。

　　　なお、仕入明細書と適格返還請求書の必要事項を、一の書類で記載することは差し支えありま

せん。この場合、事業者ごとに継続して課税仕入れに係る支払対価の額から対価の返還等の金額

を相殺して表示することも認められます。
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導入後

一定の事項が

適格請求書等保存方式の導入前においては、 （税込み）

（Ｐ69参照）。

原則として仕入税額控除の適用を受けることはできません。

課税仕入れは、

61

 

 

 
 

簡易課税制度を選択している場合は…？  

　簡易課税制度とは 、課税売上高から納付する消費税額を計算する制度です。

　具体的には、課税期間における課税標準額に対する消費税額にみなし仕入率（例えば、卸売業は

90％など）を掛けて計算した金額が仕入控除税額となります。

　したがって、簡易課税制度を選択している場合、適格請求書などの請求書等の保存は、仕入税額

控除の要件ではありません。

（注）１ 見積額を記載した仕入明細書を自ら作成し、相手方の確認を受けた場合は、これを保存す

ることで見積額による仕入税額控除が認められます。確定額と見積額が異なる場合の取扱い

は、上記と同様です。 

２ このほか、例えば、機械等の保守点検、弁護士顧問契約のように契約等に基づき継続的に課

税資産の譲渡等が行われ、金額が確定した際に適格請求書の交付を受ける蓋然性の高い取引

がこれに該当します。 

② 見積額が記載された適格請求書の交付を受けられない場合

見積額が記載された適格請求書の交付を受けられない場合であっても、電気・ガス・水道水の供給

のような継続して行われる取引（注２）については、見積額が記載された適格請求書や仕入明細書の保

存がなくとも、その後、金額が確定したときに交付される適格請求書を保存することを条件として、

課税仕入れを行う事業者が課税期間の末日の現況により適正に見積もった金額で、仕入税額控除を行

うこととして差し支えありません。 
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令和５

課税売上げ

実施に伴い、消費税率が標準税率（10％）と軽減税率（8％）の複数となったことか

ら、売上げと仕入れ

（税込み）

課税期間中の

計算等

課税標準額 税率
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等（税込み）

等（税込み）
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価額の合計額から算出したそれぞれの課税

課税資産の譲渡等の税込

の合計額

　適格請求書等保存方式の導入後は、免税事業者や消費者など、適格請求書発行事業者以外の者

（以下「免税事業者等」といいます。）から行った課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用

を受けることができません。

　ただし、制度導入後６年間は、免税事業者等からの課税仕入れについても、仕入税額相当額の一

定割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。

　なお、この経過措置による仕入税額控除の適用に当たっては、免税事業者等から受領する区分記

載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存とこの経過措置の適用を受ける旨（80％控

除・50％控除の特例を受ける課税仕入れである旨）を記載した帳簿の保存が必要です。

免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

免税事業者等からの課税仕入れにつき

全額控除可能

区分記載請求書等保存方式

免税事業者等からの課税仕入れにつき

80％控除可能
免税事業者等からの課税仕入れにつき

50％控除可能 控除不可

令和元年10月1日

軽減税率制度の実施

令和5年10月1日
令和8年10月1日 令和11年10月1日

適格請求書等保存方式の導入

4年

3年

3年
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です

軽減税率制度の実施前において

（記載事項はP28参照）

などの対応を

あった

区分記載
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令和５

令和５

（注）原則として、消費税課税事業者選択届出書を提出した課税期間の翌課税期間から課税事業者と

　　なります。

令和５

令和５

令和４ 令和６令和５

令和５

令和６

登録申請書の
提出期限

（令和5年3月31日）※

※令和5年3月31日までに提出することが困難な事情がある場合は、令和5年9月30日まで

※課税事業者となる課税期間の初日（令和6年1月1日）の前日（令和5年12月31日）から起算して1月前の日

令和４ 令和６令和５

令和５ ※
令和６

令和５

71

国税庁消費税 _066.ai　　20/07/21（19/07/17）



　基準期間の課税売上高が5,000万円以下の事業者が簡易課税制度の適用を受けようとする

場合、原則として、適用を受けようとする課税期間の初日の前日までに「消費税簡易課税制

度選択届出書」（以下「簡易課税制度選択届出書」といいます。）を提出する必要がありま

す。

　この簡易課税制度選択届出書の提出時期に関し、令和５年10月１日の属する課税期間に適

格請求書発行事業者の登録を受ける場合で、登録を受けた日から課税事業者となる経過措置

の適用を受ける事業者（P71参照）は、当該課税期間から簡易課税制度を適用する旨を記載

した届出書を当該課税期間中に提出すれば、当該課税期間から簡易課税制度を適用できる経

過措置が設けられています。

（例） 12月決算の法人が、令和５年２月１日に登録申請書を提出し、令和５年10月１日か

ら適格請求書発行事業者になる場合で、令和５年12月期から簡易課税制度を選択しよ

うとする場合

適格請求書発行事業者の登録に係る経過措置を受ける事業者に対する
簡易課税制度の届出の特例

○　簡易課税制度とは 、課税売上高から納付する消費税額を計算する制度です。具体

的には、課税期間における課税標準額に対する消費税額にみなし仕入率（例えば、

卸売業は90％など）を掛けて計算した金額が仕入控除税額となります。

○　簡易課税制度の適用を選択している事業者は、簡易課税制度を適用しないで仕入

控除税額を計算すれば還付となる場合でも、還付を受けることはできません。

○　簡易課税制度を選択した事業者は、事業を廃止した場合を除き、２年間継続して

適用した後の課税期間でなければ、適用をやめることはできません（適用をやめよ

うとするときは、「消費税簡易課税制度選択不適用届出書」の提出が必要です。）。

　※　上記の簡易課税制度の届出の特例を適用した場合、令和５年10月１日の属す

　　る課税期間の初日から２年間は、簡易課税制度が適用されます。

○　簡易課税制度について詳しくお知りになりたい方は、「消費税のあらまし」をご

参照ください。

《簡易課税制度の選択に当たっての留意事項》

令和４年12月期

免税事業者

登録申請書提出
（令和５年2月1日）

簡易課税選択届出書提出

登録日
（令和５年10月１日）

課税期間中（令和５年12月31日まで）に簡易課税制度選択届出書
を提出すれば、令和５年12月期から簡易課税制度を適用可

免税事業者
適格請求書発行事業者

（課税事業者）

簡易課税
適用※

簡易課税
適用※

適格請求書発行事業者

（課税事業者）

令和5年12月期 令和6年12月期

課税期間の初日の前日に
提出したものとみなす

※ 基準期間の課税売上高が5,000万円以下の場合
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（〜令和元年 9 月）

仕入税額控除
の方式 （令和元年10月～）

区分記載請求書等保存方式
令和５

令和５

令和８

令和 ８

令和11

令和３

において

者等

（税込み）

区分して

等からの

等からの仕入

区分して

（参考 1 ） 軽減税率制度･適格請求書等保存方式の施行スケジュール

も交付可 は交付不可
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令和

令和元 令和５

令和元 令和２

令和元 令和２

の属する

改正前 改正後

■　税率引上げ時期 平成29年４月１日 令和元年10月１日

■　軽減税率制度

令和元年10月１日平成29年４月１日●　実施時期

●　仕入税額控除の方式

平成29年４月１日〜

令和３年３月31日 令和５年９月30日

令和元年10月１日〜区分記載請求書等保存方式

の適用期間

令和５年10月１日（注１）令和３年４月１日
適格請求書等保存方式

の導入時期

適格請求書発行事業者

の登録申請開始時期
平成31年４月１日 令和３年10月１日

中小事業者のみ対象（注２）
中小事業者以外の事業者も

対象
●　税額計算の特例の対象者

注
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帳簿及び です。

　制度実施前 　　制度実施後の

（令和元年９月末まで） （令和元 令和５

請求書等保存方式

請求書等保存方式

　区分して

　区分して

　による

、

（参考２）

（参考）

登録番号 T12345………
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【イートインスペースがある小売店の価格表示の例】

税込価格を統一する場合

①  持ち帰りと店内
飲食の両方の税込
価格を表示 

総菜パン 

持ち帰り 
162円  

店内飲食 
165円 

総菜パン  
162円 （店内掲示等）

店内飲食される

場合、価格が異な

ります。

異なる税込価格を設定する場合

② 店内掲示等を行うことを
前提にどちらか一方のみの
税込価格を表示 

あんパン  
170円 

③ 持ち帰りと店内
飲食を同一の税込
価格で表示 

　価格表示の方法は、商品やサービス、あるいは事業者によって様々な方法がありますが、「税込価格」

が明示されているかどうかがポイントとなります。

【具体的な表示方法例（税率10％の場合）】

※ 　総額表示義務の特例として、平成25年10月１日から令和3年３月31日までの間、「現に表示する価格が税込価格で

   あると誤認されない措置」（誤認防止措置）を講じていれば税込価格を表示することを要しないこととされています。

　このような表示も、税込価格が明示されていますので、「総

額表示」に該当します。

例えば…

11,000円 11,000円
（税込）

11,000円
うち消費税額等
1,000円

10,000円
（税込11,000円）

11,000円
税抜価格10,000円
消費税額等1,000円

11,000円
（税抜価格10,000円）

（ （（ （
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０１２０ ２０５ ５５３（無料）

以下の

（お住まいの地域に応じた通話料がかかります）

（IP電話を含む固定電話からおかけの場合）

。

/（24時間受付）

内閣府に

問い合わせ、

問い合わせ、

問い合わせ

問い合わせ

の問い合わせ、

　軽減税率制度及び適格請求書等保存方式に関する一般的なご相談は、

以下で受け付けております。

フリーダイヤル 0 1 2 0 2 0 0 0 4 0

ナ ビ ダ イ ヤ ル

　軽減税率制度や適格請求書等保存方式に関してさらに詳しくお知りになりたい

方は、国税庁ホームページの軽減税率制度に関する特設サイト「消費税の軽減税

率制度について」をご覧ください。

　特設サイト「消費税の軽減税率制度について」では、

・　軽減税率制度や適格請求書等保存方式に関する各種パンフレット

・　軽減税率制度や適格請求書等保存方式に関するQ&A

・　軽減税率制度や適格請求書等保存方式に関する取扱通達

などを掲載しています。

上記専用

及び適格請求書等保存方式以外

ホームページ（https://www.nta.go.jp）でご案内

しています。
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